
東京海上・インド・オーナーズ株式オープン

追加型投信／海外／株式
販売用資料／2025年2月作成

【お申込みの際は、必ず「投資信託説明書（交付目論見書）」をご確認ください。】
【課税上は株式投資信託として取り扱われます。】

■設定・運用は

イ ン ド

オ ー ナ ー ズ 名 鑑

■お申込み、投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は

最終ページの「販売会社一覧」をご確認ください。



1 米国 16.9

2 中国 9.6

3 日本 5.2

4 ドイツ 3.8

5 フランス 2.8

： ： ：

： ： ：

10 インド 1.9

そして何よりも、インドには優秀な経営者・起業家が育つ土壌があります。
英語：インドではイギリスの植民地時代（18世紀半ばから約100年間）に英語が公用語とされ、

現在でも準公用語に指定されています。海外企業との取引や海外進出などにおいて言語
のハードルが低く、グローバルな視野を持ってビジネスを行うことが可能です。

教育：インドは独立以降「頭脳立国」をめざしてインド工科大学（IITｓ）などの大学を各地に
設置し、理工系の優秀な人材の育成に力を入れてきました。また、初等教育の段階から
プログラミングの授業を行い、世界で活躍するITエンジニアを数多く輩出しています。

多様性：多民族国家のインドでは、ヒンドゥー教やイスラム教をはじめ多くの宗教が共存し、
公用語のヒンディー語以外にも21の州公認言語＊２がある“多様性の国”です。
ビジネスの現場でも、様々な価値観の人々と違和感なく接し、交渉する能力を持って
いる人物が多いのが特徴です。
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－なぜ「オーナー企業」に投資をするのか
東京海上・インド・オーナーズ株式オープン（以下、当ファンド）は、
「会社」ではなく、「人」に投資するというコンセプトで運用しています。

インドに存在する数多くの企業の中から、優秀なオーナー経営者が経営する企業を厳選して
投資することで、中長期的に良好な運用成果を得ることをめざしています。

オーナー経営者は、任期が決められたサラリーマン経営者とは異なり、長期的な視野で経営の
舵取りを行うことが可能です。また、経営者自身の決定が会社としての最終方針となりやすく、
迅速な意思決定によって外部環境の変化に柔軟に対応することができます。
当ファンドが投資する38名（2024年12月末時点）のオーナー経営者たちは、どうすれば企業価値
を高め、株価を上昇させられるかを必死で考え抜く姿勢を有しています。

－なぜ、インドなのか
インドは、モディ政権下での様々な経済改革や海外からの直接投資の拡大を背景に、近年では
中国を上回る高い経済成長を実現しており、2028年には世界第３位の経済大国となる予定です。
また、若くて豊富な労働力、所得水準の向上に伴う消費の拡大、インフラ整備やデジタル化の
進展によるビジネス環境の改善など、更なる経済発展のポテンシャルを秘めています。

世界の名目GDP（国内総生産）ランキング

単位：兆米ドル

信頼できる優秀なオーナー経営者に投資するというコンセプトは、時代に左右されることなく、
その強みを発揮できると考えています。徹底的な調査に基づき優秀なインドのオーナー経営者へ
投資する当ファンドを、投資家の皆さまにもご検討いただけますと幸いです。

2013年 2023年 2028年（予測＊１）

出所：IMF「世界経済見通し（2024年10月）」のデータを基に作成

＊１ IMF（国際通貨基金）による予測

※資金動向および市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。
※上記は過去の実績および将来の予測であり、将来の動向等を示唆・保証するものではありません。

＊2 出所：外務省

1 米国 27.7

2 中国 17.8

3 ドイツ 4.5

4 日本 4.2

5 インド 3.6

1 米国 34.1

2 中国 23.3

3 インド 5.7

4 ドイツ 5.4

5 日本 4.9
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石油化学を軸に小売や通信事業も展開するインド最大の企業

インド最大の時価総額を誇り、石油化学、小売（スーパーやコンビニ、アパレル、家電など）、
通信など幅広い事業を展開するコングロマリット（複合企業）。
インド西部に世界最大級の製油所を有し、インドの旺盛なエネルギー需要に応えています。

※上記は2024年12月末時点の一部保有銘柄について紹介するものであり、個別銘柄への投資を推奨するものではありません。
また、今後の当ファンドへの組み入れを保証するものではありません。

※上記には当資料作成時点における東京海上アセットマネジメントおよび東京海上アセットマネジメント・インターナショナルの見解を含みます。
※上記は過去の実績であり、将来の動向等を示唆・保証するものではありません。

ムケシュ・アンバニ氏

リライアンス・インダストリーズ銘柄名

2

同社の小売部門の業績推移

2014年度～2023年度

同社は1957年に繊維貿易会社として創業し、1980-90年代にかけてポリエステルなどの生産で石油化学メーカー

としての土台を築くと、2000年代には小売や携帯電話事業へ参入し、事業の多角化を進めました。

なかでも小売部門は、国内最大の店舗ネットワークと高い収益性を有しており、近年急拡大しています。

インドでは、賃金水準の向上などを背景に購買力の高い中間所得者層が増加しており、小売事業や通信事業を中心

に同社の業績拡大が期待できると考えています。

出所：同社公開情報、Statista、ブルームバーグのデータを基に作成

5年で1.8倍

経歴

1977年から同社の取締役を務め、石油化学事業の拡大に貢献。
2002年に父親が亡くなると、経営権を巡り対立した弟と財閥を分割。
その後、小売や通信事業に参入し、インド最大の企業に成長させました。
現在では彼の3人の子供も同社の取締役を務めています。

学歴
インドの化学技術研究所で化学工学の学士号を取得後、米スタンフォード
大学で経営学修士（MBA）を取得。

出自 リライアンスグループ創業者の息子。

同社の株価推移

2019年12月末～2024年12月末、日次

※同氏の写真については、
使用許諾が得られなかった
ため、掲載していません。
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マヒンドラ・マヒンドラ銘柄名

トラクターやSUVの分野でインドNo.1の自動車メーカー

インドの大手農機・自動車メーカーで、マヒンドラグループの中核企業。
トラクターの国内販売No.1＊の企業ですが、近年は多目的スポーツ車（SUV）や電気自動車
（EV）の分野を強化しており、SUVの国内販売シェアもNo.1＊に成長しました。

経歴

マヒンドラグループ傘下の鉄鋼メーカーの社長を経て、グループ事業の
多角化を推進。1997年からマヒンドラ・マヒンドラの社長を務めて
います。2012年に叔父からマヒンドラグループの会長を引き継ぐと、
同グループをインドを代表する企業に成長させました。

学歴
米ハーバード大学で芸術科学の学士号を取得後、同ビジネススクールで
経営学修士（MBA）を取得。

出自 マヒンドラ・マヒンドラ創業者の孫。

アナンド・マヒンドラ氏

インドの自動車市場は、高い経済成長に伴う中間所得者層の増加を背景に拡大しています。近年ではセダンなどの

「一般乗用車」の販売が伸び悩む中、「UV車（多目的車）」の販売が急増しています。

なかでも同社のSUVは高い人気を誇っており、足もとでは、電動SUVの投入などEV分野への投資も進めています。

インド政府による製造業振興政策やEV奨励策などを通じて、今後もインドの自動車市場は成長が見込まれており、

同社の業績拡大が期待できると考えています。

同社の株価推移

2019年12月末～2024年12月末、日次

※上記は2024年12月末時点の一部保有銘柄について紹介するものであり、個別銘柄への投資を推奨するものではありません。
また、今後の当ファンドへの組み入れを保証するものではありません。

※上記には当資料作成時点における東京海上アセットマネジメントおよび東京海上アセットマネジメント・インターナショナルの見解を含みます。
※上記は過去の実績であり、将来の動向等を示唆・保証するものではありません。

出所：同社公開情報、TractorGyan、Statista、ブルームバーグのデータを基に作成
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センコゴールド銘柄名

スヴァンカール・セン氏

インドでは古くから金や宝石の採掘・加工が盛んで、富裕層や花嫁が豪華なゴールドジュエリーで着飾る文化が根付

いています。また、宝石・宝飾品が国の主要輸出品目となっています。

同社は、フランチャイズを活用したショールームの出店とオンライン販売にも力を入れています。

インドでは、経済成長に伴って中間所得者層および高所得者層が増加しており、ジュエリー需要の高まりを受けて、

同社の業績拡大も期待できると考えています。

同社の株価推移

2023年7月末～2024年12月末、日次

出所：同社公開情報、インド商工省・通商情報統計局、JETRO、ブルームバーグのデータを基に作成

※上記は2024年12月末時点の一部保有銘柄について紹介するものであり、個別銘柄への投資を推奨するものではありません。
また、今後の当ファンドへの組み入れを保証するものではありません。

※上記には当資料作成時点における東京海上アセットマネジメントおよび東京海上アセットマネジメント・インターナショナルの見解を含みます。
※上記は過去の実績であり、将来の動向等を示唆・保証するものではありません。

インド東部を中心に勢力を拡大するジュエリーメーカー

芸術、文化、宝飾品製造の中心地コルカタにルーツを持つジュエリーメーカー。
インド東部を中心に150店舗以上のショールームを構え、商品の展示・販売をしています。
経験豊富な職人（カリガー）による繊細な加工と高い品質が同社の強みです。

経歴

2005年に同社に入社し、ダイヤモンドジュエリーのブランド化と店舗網
の拡大を推進。2015年にはAmazonでのオンライン販売を開始。
2020年に父親が亡くなると、同社社長に就任。先代の意志を継いで
2023年7月には同社の上場を実現しました。

学歴
インドのコルカタ大学聖ザビエルカレッジで理学と経済学の学士号を
取得後、ガーズィヤーバード経営技術研究所で経営管理を修了。

出自 コルカタで宝飾品事業を営む家系に生まれる。

インドの主要品目別輸出

2023年度

同社のショールーム数の推移

2020年度～2023年度

（上場後）約1年半で2.6倍
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バジャジ・ファイナンス銘柄名

デジタル分野に強みを持つインド最大手のノンバンク

バジャジグループ傘下の金融サービス会社。消費者ローンや住宅ローンといった個人向け
融資のほか、中小企業向け融資や地方貸付など幅広い融資を手掛けています。
テクノロジーとデータ分析の積極的な活用により、貸出を伸ばしています。

サンジブ・バジャジ氏

インドでは人口増加や経済発展に伴い、住宅や自動車、家具や電化製品などの購入に伴うローンの需要が高まって

おり、借り入れしやすいノンバンク（NBFCs）は商業銀行 (SCBs) を上回る貸出残高の伸びを記録しています。

同社は、アプリを使用したオンラインのローン申請や各種取引など、便利なサービスで顧客を獲得しています。

足もとでノンバンクへの規制が強化されてはいるものの、同社については、強固な財務基盤と優れたリスク管理に

よって、今後も安定した成長が期待できると考えています。

インドにおけるノンバンクの貸出残高推移

2013年度～2023年度＊

※上記は2024年12月末時点の一部保有銘柄について紹介するものであり、個別銘柄への投資を推奨するものではありません。
また、今後の当ファンドへの組み入れを保証するものではありません。

※上記には当資料作成時点における東京海上アセットマネジメントおよび東京海上アセットマネジメント・インターナショナルの見解を含みます。
※上記は過去の実績であり、将来の動向等を示唆・保証するものではありません。

出所：同社公開情報、ブルームバーグのデータを基に作成

＊2023年度は上半期終了時点

学歴
インドのプネー大学で機械工学の学位を取得後、英ワーウィック大学で
製造システム工学の修士号、米ハーバード・ビジネススクールで経営学の
学位を取得。

出自 バジャジグループ創業者のひ孫。

経歴
12歳の頃に家業の繊維店を手伝うことで父親からビジネスを学び、
バジャジグループの自動車会社「バジャジ・オート」でのキャリアを経て
2008年から金融事業を担当しています。

同社の株価推移

2019年12月末～2024年12月末、日次

5年で1.6倍
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インドの航空インフラを支えるシェアNo.1の航空会社

インドの航空市場でNo.1＊のシェアを誇る格安航空会社（LCC）「インディゴ」の運営会社。
国内および海外の100都市以上に就航し、毎日1,800便以上を運行しています。
定時運航率が最も高い点も人気の理由で、シェアを拡大しています。

インターグローブ・アビエーション銘柄名

ラフール・バティア氏

インドの航空市場は、コロナ禍での運航停止や出入国規制などの影響で2020-21年度にかけて落ち込んだものの、

足もとでコロナ前の水準を回復しました。

低価格戦略や積極的な路線拡大により、2015年に3割強だった同社の国内線シェアは約62％まで拡大しました。

インド政府は、「航空産業の強化（新空港の開港など）」や「観光業の強化」などの政策を掲げており、今後も同社の

業績拡大が期待できると考えています。

出所：同社公開情報、インド空港局、インド民間航空総局、Statista、ブルームバーグのデータを基に作成

※上記は2024年12月末時点の一部保有銘柄について紹介するものであり、個別銘柄への投資を推奨するものではありません。
また、今後の当ファンドへの組み入れを保証するものではありません。

※上記には当資料作成時点における東京海上アセットマネジメントおよび東京海上アセットマネジメント・インターナショナルの見解を含みます。
※上記は過去の実績であり、将来の動向等を示唆・保証するものではありません。

＊2023年度

インドの空港を利用した旅客者数の推移

2015年度～2023年度

国内線シェア（旅客者数ベース）

2023年度

同社の株価推移

2019年12月末～2024年12月末、日次

5年で3.4倍

経歴

1989年にインターグローブ・アビエーションを創業。当初は旅行代理店業
やホテル業を営んでいました。2006年に航空会社「インディゴ」を設立し
航空業に参入すると、会長を務める父親と共に、同社を国内No.1の航空
会社へと成長させました。

学歴 カナダのウォータールー大学で電気工学の学士号を取得。

出自 旅行代理店を営む父親のもとに生まれる。



経歴
1995年に父親が亡くなると、28歳の若さで同グループ会長に就任し、
グループ全体を統率。積極的なM&Aによってグループを拡大し、
セメント事業を担う同社においても中東など海外市場を開拓しました。
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ウルトラ・テック・セメント銘柄名

旺盛な住宅需要やインフラ投資を支える大手セメントメーカー

インドの大手財閥アディティア・ビルラ・グループ傘下のセメントメーカー。
国内セメント市場でシェア3割＊を有し、中東向けにも事業を展開しています。同グループの
会長クマール・マンガラム・ビルラ氏が同社の会長も兼任しています。

クマール・マンガラム・ビルラ氏

インドは世界第2位＊のセメント生産国で、住宅需要やインフラ投資の拡大により、その消費量も年々増加しています。

国内の旺盛なセメント需要に応えるため、同社は積極的な設備投資やM&Aを行い、セメント生産能力を増強してい

ます。

インドでは、「中流階級の住宅取得支援」や「高速鉄道や高速道路の拡充」などの政策を掲げており、今後も同社の

業績拡大が期待できると考えています。

＊2020年度以降は推計値

出所：同社公開情報、HDFC証券、IBEF、Statista、ブルームバーグのデータを基に作成

※上記は2024年12月末時点の一部保有銘柄について紹介するものであり、個別銘柄への投資を推奨するものではありません。
また、今後の当ファンドへの組み入れを保証するものではありません。

※上記には当資料作成時点における東京海上アセットマネジメントおよび東京海上アセットマネジメント・インターナショナルの見解を含みます。
※上記は過去の実績であり、将来の動向等を示唆・保証するものではありません。

＊2020年3月末時点

＊2022年時点

学歴
インドのムンバイ大学HRカレッジで学士号を取得後、英ロンドン・
ビジネススクールで経営学修士（MBA）を取得。公認会計士資格も保有。

出自
ビルラ財閥の家系に生まれる。
アディティア・ビルラ・グループ創業者の孫。

同社の株価推移

2019年12月末～2024年12月末、日次

5年で2.8倍

インドにおけるセメント消費量の推移

2012年度～2022年度＊
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世界の自動車産業とともに成長する化学素材メーカー

インドの化学素材メーカーで、RPサンジブ・ゴエンカグループの中核企業。
タイヤなどの原料に使用される「カーボンブラック（炭素粒子）」の製造でインドNo.1＊。
50カ国以上の自動車・タイヤメーカーなどを顧客に持つグローバル企業です。

PCBL銘柄名

インドは世界170カ国以上にタイヤを輸出しており、なかでも米国は最大の輸出相手国です。国内のタイヤ需要の

高まりも相まって、インドのカーボンブラックの市場規模は拡大しています。

同社はインドのカーボンブラック製造でNo.1の企業であり、売上の6割近くは北米向けが占めています。

トランプ米大統領の就任により、米中貿易摩擦問題が再燃した場合、中国企業に代わって米国向けの売上が増える

可能性もあります。

出所：同社公開情報、Statista、Market Research Future、ブルームバーグのデータを基に作成

※上記は2024年12月末時点の一部保有銘柄について紹介するものであり、個別銘柄への投資を推奨するものではありません。
また、今後の当ファンドへの組み入れを保証するものではありません。

※上記には当資料作成時点における東京海上アセットマネジメントおよび東京海上アセットマネジメント・インターナショナルの見解を含みます。
※上記は過去の実績および将来の予測であり、将来の動向等を示唆・保証するものではありません。

＊2023年度

サンジブ・ゴエンカ氏

インド

14%

北米

57%

欧州

18%

その他

11%

0

1

2

3

2018年 2025年（予測）

（億米ドル）

経歴

父親の事業を兄と分割し、カーボンブラック事業を承継。ITやインフラ、
小売、メディアなど幅広い事業を展開するRPサンジブ・ゴエンカグループ
を率いています。また、クリケットのプロチーム「ラクナウ・スーパー・
ジャイアンツ」のオーナーも務めています。

学歴 インドのコルカタ大学聖ザビエルカレッジで文学と理学の学士を取得。

出自
電力会社を祖業とし、インフラなど幅広い事業を手掛ける財閥家系に
生まれる。

インドのカーボンブラックの市場規模 同社の地域別売上

2023年度

同社の株価推移

2019年12月末～2024年12月末、日次
5年で7.6倍
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ヴァルンビバレッジ銘柄名

インドのコーラ王が率いる飲料メーカー

インドの飲料メーカーで、米国の大手飲料メーカー「ペプシコ」のフランチャイズ企業。
インドのほかアフリカ１０カ国で事業を展開しており、「ペプシコーラ」などの清涼飲料水や
「ドリトス」などのスナック菓子を製造・販売しています。

ラヴィ・カント・ジャイプリア氏

同社はインドで食品・小売・健康・教育など幅広い事業を手掛ける「RJコーポレーション」傘下の飲料メーカーです。

米国の「ペプシコ」のフランチャイズ企業として、インドを中心に「ペプシコーラ」などを製造・販売しています。

近年ではアフリカ進出を加速させており、海外での販売も伸びています。

インドでは、所得水準の向上などを背景に購買力の高い中間所得者層が増加しており、今後も同社の業績拡大が

期待できると考えています。

※上記は2024年12月末時点の一部保有銘柄について紹介するものであり、個別銘柄への投資を推奨するものではありません。
また、今後の当ファンドへの組み入れを保証するものではありません。

※上記には当資料作成時点における東京海上アセットマネジメントおよび東京海上アセットマネジメント・インターナショナルの見解を含みます。
※上記は過去の実績であり、将来の動向等を示唆・保証するものではありません。

出所：同社公開情報、ブルームバーグのデータを基に作成
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経歴

カナダのベンチャー企業で勤務した後、30代でインドに帰国。当時の
家業であった清涼飲料水の瓶詰め事業に参加。その後、ペプシコと提携し、
「インドのコーラ王」と呼ばれるまで事業を拡大。2018年にはPHD
商工会議所の優秀起業家賞を受賞しました。

学歴 米国の大学に留学し、経営管理を学ぶ。

出自 繊維業を営む家系に生まれる。

同社の株価推移

2019年12月末～2024年12月末、日次
5年で10.1倍

同社の市場別販売数量の推移

2013年～2023年
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ジョティ・ラボラトリーズ銘柄名

インドを代表する日用品メーカー

洗剤や石鹸などを製造するインドの日用品メーカー。
衣類用洗剤「UJALA」は、国内シェア８割＊を誇り、食器洗い洗剤や殺虫剤の分野でも業界
第2位の企業です。

M.R.ジョティ氏

同社はインドの衣類用洗剤市場で圧倒的なシェアを誇る日用品メーカーです。

ジョティ氏はコロナ禍初期の2020年に創業者である父親（現：名誉会長）から経営を引き継ぐと、コスト削減を推し

進める一方で広告戦略や流通の効率化などによって同社の売上を拡大しました。

インドでは、人口増加や都市部における洗濯機の普及などに伴って衣類用洗剤の需要増加が見込まれており、

今後も同社の業績拡大が期待できると考えています。

※上記は2024年12月末時点の一部保有銘柄について紹介するものであり、個別銘柄への投資を推奨するものではありません。
また、今後の当ファンドへの組み入れを保証するものではありません。

※上記には当資料作成時点における東京海上アセットマネジメントおよび東京海上アセットマネジメント・インターナショナルの見解を含みます。
※上記は過去の実績であり、将来の動向等を示唆・保証するものではありません。

出所：同社公開情報、ブルームバーグのデータを基に作成

経歴

2005年にジョティ・ラボラトリーズに入社。2017年に同社のマーケ
ティング最高責任者に就任し、2020年には父親の引退に伴い、同社
社長に就任。2023年にはフォーブス誌の「アジアの女性リーダー20名」
に選出されました。

学歴
インドのウェリングカー経営研究所で商学の学士号と経営学修士（MBA）
を取得。米ハーバード・ビジネススクールでOPM（※MBAオーナー
経営者向けコース）を修了。

出自 ジョティ・ラボラトリーズ創業者の娘。

同社の株価推移

2019年12月末～2024年12月末、日次 5年で2.7倍

同社の売上高の推移

2013年度～2023年度

＊2023年の売上高ベース

※同氏の写真については、
使用許諾が得られなかった
ため、掲載していません。

※イメージ画像



[一般的な留意事項]
●当資料は、東京海上アセットマネジメントが作成した販売用資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。お申込みに当たって
は必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧の上、ご自身でご判断ください。投資信託説明書（交付目論見書）は販売会社までご請求ください。
●当資料の内容は作成日時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。●当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成して
おりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。当資料に掲載された図表などの内容は、将来の運用成果や市場環境の変動など
を示唆・保証するものではありません。●投資信託は、値動きのある証券など（外貨建資産に投資する場合には、この他に為替変動リスクもあります）
に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本が保証されているものではありません。●投資信託は金融機関の預金とは異なり元本
が保証されているものではありません。委託会社の運用指図によって信託財産に生じた利益および損失は、全て投資家に帰属します。●投資信託
は、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。●投資信託は、預金および保険契約ではありません。また、
預金保険や保険契約者保護機構の対象ではありません。●登録金融機関から購入した投資信託は投資者保護基金の補償対象ではありません。
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商号（五十音順） 登録番号

加入協会

日本証券業協会
一般社団法人

日本投資顧問業
協会

一般社団法人
金融先物取引業

協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

アイザワ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3283号 ○ ○ ○

株式会社 イオン銀行
(委託金融商品取引業者 マネックス証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○

株式会社 ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ ○

株式会社 ＳＢＩ新生銀行
(委託金融商品取引業者 株式会社 ＳＢＩ証券)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

株式会社 ＳＢＩ新生銀行
(委託金融商品取引業者 マネックス証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 ○ ○

岡三証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

内藤証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第24号 ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ ○ ○

三菱UFJ eスマート証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ ○ ○

株式会社 三菱ＵＦＪ銀行（インターネット専用） 登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

■お申込み、投資信託説明書（交付目論見書）のご請求は

※販売会社によっては、現在、新規申込みの取扱いを中止している場合があります。

販売会社一覧
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